
第11期決算公告

令和６年３月31日現在 単位：千円

【 】 【 1,684,677 】 【 】 【 1,434,787 】

16 1,902

1,676,604 8,917

2,253 4,427

1,969 12,499

2,649 40,679

1,184 3,066

1,358,006

2,881

【 】 【 233,739 】 2,407

（ ） （ 53,460 ） 【 】 【 165,492 】

654 95,214

52,805 70,278

（ ） （ 71,095 ） 1,600,279

217

70,877

（ ） （ 109,183 ） 【 】 【 317,312 】

82,299 50,000

10 （ ） （ 12,500 ）

40 12,500

26,009 （ ） （ 254,812 ）

254,812

254,812

317,312

1,917,591 1,917,591

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

令和６年６月21日

貸借対照表

　高松市中新町13番地１

トモニシステムサービス株式会社

代表取締役社長　田口　哲也

純 資 産 合 計

敷 金 保 証 金 資 本 準 備 金

繰 延 税 金 資 産 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

投 資 有 価 証 券 資 本 金

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 剰 余 金

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ）

リ ー ス 資 産 （ 無 形 ）

退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

純　 資　 産　 の　 部

負 債 合 計

リ ー ス 債 務

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

固 定 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 未 収 収 益 そ の 他 預 り 金

集 金 代 行 預 り 金

賞 与 引 当 金

売 掛 金 未 払 法 人 税 等

立 替 金 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 リ ー ス 債 務

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 買 掛 金

普 通 預 金 未 払 金

資　　 産 　　の 　　部 負 　　債 　　の 　　部

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額



＜個別注記表＞

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 最終仕入原価法

仕掛品 個別法による原価法

② 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のないもの 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法（ただし、建物並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属

（リース資産を除く） 設備及び構築物については定額法）

無形固定資産 定額法 (ソフトウェアについては、社内における利用見込期間(５年)に

（リース資産を除く） 基づく定額法)

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

(3) 引当金の計上基準

賞与引当金 従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

役員賞与引当金 役員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び中退共の積立額に基づき、必要額を計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

ソフトウェア受注制作に関する取引は、一定の期間にわたり充足される履行義務であるため、履行

義務の充足に係る進捗度を見積り、発生した原価を基礎としたインプットに基づき収益を認識して

おります。進捗度の測定は、契約ごとに期末日までに発生した原価が、見積り総原価に占める割合

に基づいて行っております。

代理人として取引を行っているハードウェア、ソフトウェア、保守等販売に関する取引については、

取引価格を顧客から受け取る対価の額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額により算定し

ております。

３．貸借対照表等に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額(リース資産を含む) 65,615,549円



４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 1,200株

(2) 配当に関する事項

当事業年度中の配当金支払額

該当事項はありません。

５．その他の注記 

該当事項ありません。


